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居宅介護支援契約書 

 

利用者                

事業所 南三陸居宅介護支援センター  

 

（この契約の目的） 

第１条 事業者は、介護保険法の趣旨に従い、利用者に対し利用者が可能な限りその居宅にお

いて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、次の各号に定める

居宅介護支援を行います。 

 （１） 利用者が居宅サービスを適切に利用できるように、利用者の心身の状況、その置か  

れている環境や利用者及びその家族の希望等を踏まえて、居宅サービス計画を作成す 

ること。 

 （２） 居宅サービスの提供が確保されるよう居宅サービス事業者との連絡調整、その他の 

   便宜の提供を行うこと。 

（介護支援専門員） 

第２条 事業者は、利用者への居宅介護支援を担当する介護支援専門員（以下「介護支援専員 

」という。）を任命し、利用者にその氏名を文書で通知します。 

２ 事業者は、介護支援専門員を変更するときは、事前に利用者にその旨を説明した上、新た

に任命した介護支援専門員の氏名を文書で通知します。 

３ 事業者は、介護支援専門員に身分証を常に携行させ、初回訪問時又は利用者若しくはその

家族から求められた場合には、これを提示させます。 

（要介護認定の申請等の援助） 

第３条 事業者は、次の各号に定める事項を介護支援専門員等に担当させ、要介護認定、要介

護更新認定、要介護状態区分の変更の認定、要支援認定、要支援更新認定及び居宅サービス

の種類の変更（以下「要介護認定等」という。）の申請を援助します。 

（１） 利用者の意思を踏まえ、要介護認定等の申請に必要な協力を行うこと。 

（２） 利用者が要介護（要支援）認定を受けていない場合、利用者の意思を踏まえて速や 

かに要介護（要支援）認定の申請が行われるよう必要な援助を行うこと。 

（３） 利用者の要介護（要支援）認定の更新の申請が、遅くとも利用者の要介護（要支援 

   ）認定有効期間の満了日１月前には行われるよう必要な援助を行うこと。 

２ 前項の申請について、利用者が希望する場合、事業者は当該申請を代行して行います。 

３ 事業者は、利用者から要介護認定等に係る申請の代行を依頼された場合は、利用者が申請

に必要な資料を提出しない、申請に必要な協力に応じない等の正当な理由がない限り、当該

依頼の日から７日以内に申請手続きを終了します。 

（居宅サービス計画の作成） 

第４条 事業者は、次の各号に定める事項を介護支援専門員に担当させ、利用者及びその家族
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の意思を十分尊重し、速やかに居宅サービス計画を作成します。 

（１） 利用者及びその家族に面接して情報を収集し、解決すべき課題を把握すること。 

（２） 利用者の居宅サービス区分ごとの支給限度額を説明した上で、その地域における居 

   宅サービス事業者に関するサービスの内容、利用料等の情報を適正に利用者及び家族 

   に提供し、利用者にサービスの選択を求めること。 

（３） 提供される居宅サービスの目標、その達成時期、居宅サービスを提供する上での留 

意点等を盛り込んだ居宅サービス計画の原案を作成すること。 

（４） 居宅サービス計画の原案に位置付けたサービス等について、保険給付の対象となる 

    か否かを区分した上で、その種類、内容、利用料等について利用者及びその家族に説 

明し、利用者から文書による同意を得ること。 

（５） 利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスの利用を希望してい

る場合、その他必要な場合には、利用者の同意を得て主治医等の意見を求めること。 

（６） 居宅サービス計画に訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスを位置付

ける場合には、当該医療サービスに係る主治医等の指示がある場合に限りこれを行う

こととし、医療サービス以外の居宅サービスを位置付ける場合には、当該居宅サービ

スに係る主治医等の医学的観点からの留意事項が示されているときは、当該留意点を

尊重してこれを行うこと。 

（７） その他、居宅サービス計画作成に関する必要な援助を行うこと。 

 （居宅サービス計画の実施状況の把握等） 

第５条 事業者は、居宅サービス計画作成後、次の各号に定める事項を介護支援専門員に担当

させます。 

（１） 居宅サービス計画の目標に沿って居宅サービスが提供されるよう居宅サービス事業 

者との連絡調整を行うこと。 

（２） 利用者と居宅サービス事業者との契約締結に関する必要な援助を行うこと。 

 （３） 利用者及びその家族と継続的に連絡を取り、経過の把握に努めること。 

 （４） 利用者の状態について定期的に再評価を行い、心身の状況の変化等に応じ居宅サー

ビス計画の変更、要介護認定区分変更申請等の必要な援助を行うこと。 

 （５） 利用者が居宅サービス計画の変更を希望した場合、必要に応じて居宅サービス計画

を変更すること。 

 （施設入所への支援） 

第６条 事業者は、利用者が介護保険施設への入院又は入所を希望する場合には、利用者に介

護保険施設の紹介その他の必要な援助を行います。 

 （給付管理） 

第７条 事業者は、利用者に係る居宅サービス計画の内容に基づく給付管理票を毎月作成し、

宮城県国民健康保険団体連合会に送付します。  

（苦情処理） 

第８条 事業者は、利用者からの相談、苦情等に対応する窓口を設置するとともに担当者を明
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示し、自ら提供した居宅介護支援又は居宅サービス計画に位置付けた居宅サービスに関する利

用者の相談、苦情等に対し迅速かつ適切に対応します。 

 （善管注意義務） 

第９条 事業者は、利用者から委託された業務を行うに当たっては、善良なる管理者の注意を

もって法令を遵守し、誠実にその業務を遂行します。 

 （中立義務） 

第１０条 事業者は、利用者から委託された業務を行うに当たっては、利用者に提供される居

宅サービスが特定の種類に偏することのないよう、又は特定の居宅サービス事業者によるサ

ービスを利用するよう利用者を誘導し、又は利用者に指示すること等により、特定の居宅サ

ービス事業者を有利に扱うことのないよう、公正中立に行います。 

 （情報の収集） 

第１１条 事業者及び介護支援専門員は、利用者又はその家族に関する情報を収集するに当た

っては、この契約を履行するために必要な最小限の範囲にとどめるものとします。 

２ 事業者及び介護支援専門員は、情報収集に当たっては、利用者及びその家族にあらかじめ

情報収集の目的、項目、範囲、方法、収集先を文書により示し、利用者及びその家族の同意

を得ます。 

３ 事業者及び介護支援専門員は収集した情報の内容を文書により利用者及びその家族に示し、

利用者及びその家族から確認を得ます。 

 （秘密保持） 

第１２条 事業者、介護支援専門員及び事業者の従業者である者は、正当な理由がない限り、

その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしません。 

２ 事業者は、その従業者が退職後、在職中知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすこと

がないよう必要な措置を講じます。 

３ 事業者は、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を

用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ない限り、介護支援専門員に、サ

ービス担当者会議等において、利用者又は利用者の家族の個人情報を用いさせません。 

 （契約期間） 

第１３条 この契約の契約期間は令和  年  月  日から利用者の要介護（要支援）認定

の有効期間満了日までとします。ただし、利用者が契約時に要介護（要支援）認定を受けて

いない場合は、利用者が契約締結後最後に受けた要介護（要支援）認定の有効期間満了日を

もって、この契約期間の満了日とします。 

２ 前項の契約満了日の１４日前までに利用者からの文書による解約の申し出がない場合、こ

の契約は自動更新されるものとします。 

 （手数料等） 

第１４条 利用者は、事業者が提供する居宅介護支援に対して、契約書に記載した利用者に係

る手数料を支払います。ただし、事業者が、介護保険法に基づき、利用者に代わって、当該

手数料に相当する保険給付を受領する場合には、この限りではありません。
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２ 事業者は、前項に規定する居宅介護支援の提供に当たっては、あらかじめ、利用者及びそ

の家族に対して費用について説明を行い、利用者の同意を得なければなりません。 

３ 事業者は、契約期間中において手数料を含む料金を改定する場合には、利用者の同意を得

た上で、重要事項説明書、又は文書にて更新するものとします。 

 （契約の終了） 

第１５条 利用者は、事業者に対して文書で通知をすることにより、いつでもこの契約を解除

することができます。 

２ 事業者は、やむを得ない事情がある場合、利用者に対して契約満了日の１月前までに理由

を示した文書で通知をすることにより、この契約を解除することができます。この場合、事

業者は他の指定居宅介護支援事業者に関する情報を利用者、又は家族に提供します。 

３ 事業者は、利用者又はその家族の不相当な行為により、双方の信頼関係が著しく損なわれ、

改善する見込みがないため、契約の継続が困難となった場合、利用者に対して文書で通知す

ることにより、直ちにこの契約を解除することができます。 

４ 次の事項に該当した場合は、この契約は自動的に終了します。 

（１） 利用者が介護保険施設に入所した場合。ただし、一時的に入所した場合は契約を継 

続します。 

 （２） 利用者の要介護認定区分が、自立及び要支援１・２と認定された場合 

 （３） 利用者が死亡した場合 

 （情報の保存・開示義務） 

第１６条 事業者は、利用者の居宅サービス計画及びその他の居宅介護支援の提供に関する記

録を、その完結の日から５年間保存します。 

２ 利用者は、事業者の営業時間内にその事務所にいて、当該利用者に関する記録を閲覧でき、

又はその複写物の交付を受けることができます。 

３ 事業者は、利用者が他の居宅介護支援事業者の利用を希望する場合、その他利用者から申

し出があった場合には、当該利用者に対して直近の居宅サービス計画及びその実施状況に関

する書類を交付します。 

 （事故発生時の対応） 

第１７条 事業者は、利用者に対する居宅介護支援の提供に伴って、事故が発生した場合には、

速やかに利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

２ 事業者は、居宅介護支援の提供に伴って、事業者又は介護支援専門員の責めに帰すべき事

由により利用者に及ぼした場合には、その損害を賠償します。 

 （合意管轄） 

第１８条 本契約に起因する紛争に関して訴訟又は調停の必要が生じたときは、利用者の住所

地を管轄する地方裁判所又は簡易裁判所をもって管轄裁判所とすることを、利用者及び事業

者はあらかじめ合意します。 

 （協議事項） 

第１９条 利用者と事業者は信義に従い、誠実に本契約による義務を履行します。
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２ 本契約に定めのない事項については、介護保険法及び民法その他の関係法令に従い、第１

条記載の目的のため、利用者、事業者互いに信義に従い誠実に協議して決定します。 

 

上記の契約を証するため、本書２通作成し、契約者又は署名代行者の署名、事業者の記名押

印のうえ、各自１通を保有するものとします。 

 

令和   年   月   日 

 

 

特記事項 

１ 利用者の要介護認定の申請前になされたサービス（居宅サービス及び居宅介護支援）の利

用料については、原則、利用者が負担することとなります。 

２ 利用者の要介護認定の申請後になされたサービス（居宅サービス及び居宅介護支援）につ

いても、利用者の要介護認定の結果、自立及び要支援１・２と判定された場合や、想定され

たよりも要介護状態区分が低い場合など、支給限度額を上回った場合、保険給付の対象とな

らないサービス（居宅サービス及び居宅介護支援）が生じる可能性があります。この場合、

利用者がサービス（居宅サービス及び居宅介護支援）事業者に対して、保険給付されないサ

ービス（居宅サービス及び居宅介護支援）に係る費用の全額を自己負担していただくのが原

則となります。 

３ 事業者は、前項のような事態が生じないように、利用者の状態等も勘案し、過剰な居宅サ

ービスを位置付けないよう暫定居宅サービス計画を作成します。 

４ 事業者は、暫定居宅サービス計画を作成するに際し、要介護認定についての見通しを示し、

当該居宅サービス計画に位置付けた居宅サービスが保険給付の対象となるか否かの見通しを

示した上で、その種類、内容、利用料及び第 1項に定める利用者負担の原則（要介護認定の

申請前のサービスの場合）第２項に定める利用者の費用負担の危険性及び前項に定める事業

者の注意義務（要介護認定の申請後のサービスの場合）等について利用者及び利用者の家族

に説明し、あらかじめ利用者の書面による同意を得ます。 
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利 

用 

者 

私は、上記の契約の内容について説明を受け、内容を確認いたしました。 

私は、この契約書で確認する居宅介護支援の利用を申し込みます。 

住  所 
〒    －     

 

氏  名                           

電話番号 －   － ＦＡＸ －   － 

署 

名 

代 

行 

者 

私は、本人に代わり、上記署名を行いました。 

私は、本人に契約意思を確認しました。 

本人との関係  署名代行の理由  

住    所 
〒    － 

 

氏    名                

電 話 番 号  

緊急時の連絡先  電話番号 －   － 

 

事 

業 

者 

当事業者は、居宅介護支援事業者として利用者の申し込みを受諾し、この契約書に

定める各種サービスを誠実に責任をもって行います。 

所 在 地 
〒９８６－０７２８ 

 宮城県本吉郡南三陸町志津川字天王山３８番地１５２ 

名  称 南三陸居宅介護支援センター  （事業者番号 ０４７３６００４３５） 

代表者名 会  長  佐 藤 德 憲           印 

電話番号 ０２２６－２９－６８２０ ＦＡＸ ０２２６－４６－５１５８ 

 

 

 

 

 

 

 


